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「企業成長と管理的要素」

t

亀　本　敏　雄

1．序

　この小稿は，管理的要素は果して企業成長を制約する要因であるか，の問題

を吟味することを目的とする。この問題ほど数多くの著者にとりあげられ，

混乱を極めているものもめずらしい。いわゆる「管理費の規模制約的作用仮

説」（Hypothese　von　der　g7bβenbegrenzenden　Wirkung　der　Verwa

Itungskosten），「究極的に制限された要素命題」　（ultimate　limited　factor

thesis）といわれるものの真偽判断は事実のみなしうるものである。

　その最後の拠りどころたる統計的資料も充分ではない。しかし，事実は管

理的要因は規模拡犬の制約でないことを示しているように思われる。とする

ならば，その根拠は何かという説明が与えられねばならない。

　ペンローズも指摘しているように，従来企業の成長には一定の限界が存す

ると考えられていた。この限界を設定するものは，企業指導の限界・市場の
　　　　　　　　　①
限界あるいは不確実性であるとされている。「マーシャルは，ひじょうに多く

の産業における大規模の経済の重要性をみとめたが，ただちにある疑問に

ぶっつかった。……この疑問とは，かれの問題としている産業において大規

模の経済が存在することは，拡大しつつある企業に累積的な利益をあたえ，

最後には必然的に生産量の集中と独占的地位の確立とをひきおこすのではな

①Penrose，　Edith．　T．：The　The（vッo〃he’Growth　o〃he　Firm，　Oxford　1959，　p．12．
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　　　　　　　　　　　　　　②
いだろうか，ということである」。　このマーシャルの疑問に，企業は無限に

成長するものではない，すなわち企業の成長に限界を設定する何ものかが存

在するということが含意されている。

　固有の生産領域においては，経営規模拡大によって長期単位費用曲線はL字

型ないしは無限の低下傾向を示すものと考えられる。この場合，経営規模変

更が，生産技術的，組織的にどのように行われるかによって，企業指導者は

倍数的規模変動（multiplen　Betriebsgrbβenvariation）と構造的規模変動

　　　　　　　　　　　　　　　③
mutativenBetriebsgrbβbnvariation）をとりうるとみなされている。後の方法

による拡張においては，費用的企業規模最適点は指摘しえない。前者におい

ては，そこまでは規模の経済性が得られるがその後は横軸に平行に経過する

L字型曲線となり，存するのは最小限最適である。いずれにせよ，ここには

費用的観点から観る限り，企業が成長することによって何ら不利益はこうむ

らない。むしろ，無限に大規模化するという戦略を選ぷことが望ましい。し

かし，現実の企業は大規模化への傾向を無限に続けているとは思えないし，

同一産業内には小，中，大企業が同時に併存している。この経済の実状を説

明する一つの方法は，企業に固定的要素の存在を認め，収穫逓減法則を適用　／

することである。このことによって，企業はある点を越えて砿大すると不利

になるU字型費用曲線を導き出すことができる。この固定要素こそ管理的要

素，経営者Cmanagement　or　ctentrepreneurship”）の能力である曾

　このように，固有の生産領域に企業の成長を制約する要因を見出しえない

とするなら，「その他」の費用要素に求めざるをえない。従来よくあげられて

きた「その他」の費用要素は管理販売費であった。コルベも次のように述べて

いる。「生産量が長期的に増大する場合，管理販売費を除いた費用，すなわち原

②SteindL　Jose　ph：Smaa　and　Big　Bust’ness，　Oxford　1947，　P．1．米田・加藤訳「小企業

と大企業」2～3ページ。

③Heine　n，　Edmund：Konzentration　und　Kosten，　in：th’θ1働膨癬魏oηin　der　t，Vi　rt－

sehafi，　Hrsg．　von　Helmut　Arndt，　Berli　n’　1060，　S．1635．

④Kaldor，　Nichobs：The　Equilibrium　of　The　Firm，7カθ＆伽（励o加7㎜4　VoL　44，

1934，p．67．
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材料費及び生産費の増大は，全く起りえないとみなされている。実証的にも

証明しえないものである。むしろ，長期単位費用曲線の上昇に対する原因は・

管理＿販売領域に求められるPと．個人企業でなく近代的株式会社形態企業

が措定されているにしろ，「最終的決定は，唯一の場所において下されねばな

らない。おそらく，委員会（Gremium）の形式でも行いうるであろう。しかし

究極的には支配的な人格によってイテわれねばならな亀ここには，固定的と

みなされている管理的要素も，経営の成長過程にけるて管理職能の分権化，

決定権の委譲によって変動的なものであるという思考は存しない。

　メレロビィッツとグーテンベルクの費用論争においてもそうであったよう

に，その理論の生まれた経済的背景，さらに企業観の相違は，’性格の異った

理論を生みだすものである。戦後の西ドイツの経済成長を背景として生まれ

たグーテンベルク費用理論には，操業度と規模の明確な区別がなされていな

い。むしろ彼の言う操業度変動は倍数的規模変動であったと言える。規模一

定の枠内での操業度変動は考えられていない。ここに，彼が規模変動と操業

変動を混同するものであるとの批判が生まれる理由がある。

　これと同様のことが，従来制約要因とみなされていた管理的要素に対する

アプローチの相違にも妥当する。それほど全体経済の成長も著しくなく，し

たがって急激な企業の成長も見られなかった時代に生れた理論は，経済的現

実を説明するために，企業大規模化を阻止する要因を探し求めざるを得な

かった。企業の規模の問題には二つOPアプローチがあると・ペンローズは言

う曾「伝統的アプローチは，ある規模になることの利益と不利益のバランスと

いう見地から，規模を説明しようとしている。もう一つのアプローチは，成

長の過程を強調し，規模を程度の差こそあれ，継続的に進行する過程，ある

いは発展しつつある過程の付随的結果として取扱っている」・ペンローズは前

⑤Coibe，　Busse　Von：伽ρ伽〃㎎鹿7翻7勅5976β6，Wiesbaden　1964，　S・121～122・

⑥Colbe，　Busse　Von：a．　a．0．，S．123．

⑦Penrose，　Edith：Limits　to　the　Growth　and　Size　of　Firm，A．　E．　R．　Vol．45，1955，　p．

531．
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者をsize　apProach，後者をgrowth　apProachと名づけている。成長しつっ

ある企業の姿が常態であると見なすか，あるいはそうでないとみなすかに

よって管理要素の取り扱い方が異ると言える。si　ze　approachのごとくある一

定時点における規模という状態の中での利益，不利益のバランス，その均衡

点としての最適点を求める方法では，管理的要素も無時間的に考察されてい

る。この方法では，企業の内外の環境の新たな状態は考慮されるとしても，

企業の成長が時間的過程であるとはみなされない。このような状態的アプ

ローチからの企業大規模化の制約要因は，無時間的なもの，すなわち空間的

性格をもたざるをえない。複雑な大規模組織の管理・調整の困難性，さらに

市場が制約要因としてあげられるのは当然である。

　企業は好機さえあれば，いつでも新しい市場に進出するものであり，また

積極的に好機をつくりだし多角化することによって成長するものである。企

業成長の動因は，日常の管理過程，拡張過程によって生みだされる経営者未

利用能力である。企業の意思決定者は，考えうる代替案についての知識を，

ある時間範囲に及び，支出を惹起する探究過程（Suchprozeβ）において獲得し
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑧
てゆくもの，従って企業は適応合理システム（adaptlivrationales　System）

とみなされねばならない。このような企業観においては，企業成長の空間的
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑨
制約要因たる市場の問題は排除され，「何事かを為すためには時間を要する」

という意味での時間的制約が現われる。ここにわれわれは，企業観，研究方

法転換によって，従来企業成長の制約要因であるとみなされた管理的要素こ

そ，企業成長の内的動因であるとする観点の転換をみることができる。意思

決定の問題も，監督一管理レベルであるか戦略（経営）レベルであるかによっ’

て，その性格を異にすると同様，管理的要素の問題も，どの次元で論ぜられ

るかによって，その取りあげられ方が異るのは当然である。この点が従来不

明確であったといえる。管理を空間的制約要因とみなすものは，監督一管理

⑧Kieser，　Alfred：乙rntemehm〃ngswa（カs伽z　und　Pracluntinnocation，　Be　rlin　1970，　S，15．

⑨Albach　Horst：ZurTheorie　des　wachsenden　Untemehmens，　in：Kre皿，　W．，（Hrsg．），

Theorten　des　’einzelwirtschaft　lithen　u勿1　des　gesa　mtliciten　Wachstums，　Berli　n　1965，　S，45．
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レベルでこの問題を論じ，時間的制約だとの観点は，不確実性のなかでの適

応を重要視し，いわば戦略的レベルで管理的要素を考察していたといえる。

われわれは，管理をめぐる諸問題は，この二つのレベルで論じられてきたこ

と，また論じられるべきことを銘記すべきである。

2．固有の生産領域における費用経過

　経営経済学において，規模拡大と費用の関係は長期的かつ重要な問題とし

て論じられてきた。ここで論議されてきたのは最適規模論であった。近年，

企業成長の過程を重視する観点から，最適規模の存在は否定されたかの観を

呈している。われわれはその根拠を示すことを主要な課題としているのであ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　lる。しかし，無用の混乱を避けるためにも，ハックスに従って最適規模の概

念規定を行う曾最適規模は，費用最適企業規模　（Kostenoptimalen

Unternehmensgr　bβe）と利潤最適企業規模（gewinnoptimalen　Unterneh－

mensgr　b’　Be）に大別される。勿論，ここで利潤最適規模といわれているのカ㍉

一
般的意味での最適企業規模である。この概念に，費用最適企業規模概念が

包摂される。さらに費用最適企業規模は，考慮される費用範囲によって，技

術的最適規模（techni　schen　Optimum）と経済的最適規模（wirtschaftlichen

Optimum）に分かれる。技術的最適規模は，純粋な生産費用のみ考慮され，

単位費用最小の規模である。経済的最適規模は，製品単位当り総費用，つま

り生産費プラス管理・販売費が最低となる規模である。ここでは，従来の技

術的最適規模論と同一の費用領域を論ずる。もし，純粋に技術的次元におけ

る長期費用曲線がU字型であるとするならば，すなわち技術的最適点が存す

るならば，われわれの論議はここで終えることが可能である。

　技術的生産領域において，経営規模（＝生産量）の拡大とともに，長期費

⑩Hax，　Karl：Unternehmungswachstum　und
ludustrie，　ZHF．，　Neue　Folge，13　Jg．，1961，　S．14．　’

Unternetmenskonzentrati　on　i　n　der
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用曲線は果してU字型であるのかを吟味しなければならない。その場合重要

な概念は，「大規模生産の節約」および「倍数的規模拡大」と「構造的規模拡
　⑪
大」である。経営の量的拡大は，生産設備の技術的一組織的条件の変化をも

たらすものである。この経営規模拡張に対する全般的，構造的変化による適
　　　i
応によって得られる節約が，規模の経済性と言われるものである。グーテン
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑫
ベルクは規模の経済性に関して次のように言う。『大規模生産の節約は重要な

生産諸要素の不可分割性に帰せられるという命題は，それのみでは「大規模

生産の節約」を説明するのには不十分である。より重要なことは，、経営規模L

の拡大がさらに進んだ分業一労働組織の洗練という意味で一を可能ならし

めること，および，生産量が大となるにつれて技術的により生産性の大きな

設備が用いられるということである』

　さらに，グーテンベルクは，生産関数または費用関数と経営規模との間に

は一般的法則関係は認められないとする。むしろ，特殊経営経済的生産関数

（spezielle　betriebswirtschaftliche・Produktionsfunktion），すなわちB型生

産関数を発展させた？費用関数と経営規模拡大の間には，「ただ一定の傾向が

　　　　　　　　　　⑭
あるというに過ぎない」。この傾向とは，経営能力の拡張過程において，収益

増加の逓減現象は，単純に起るとはいえないというものである。「しばしば経

営能力の拡大によってはじめて労働組織的および生産技術的生産条件の改善
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑮’
の機会が与えられているということは考えて差しつかえない」と考えている。

このように，経営拡大に対して絶えずより有利な費用状況へと適応しうるも

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑯
のと仮牢するならば，長期単位費用曲線は極小点をもたないこととなる。こ

れを図示すればIa図，Ib図のようになる。

⑪Gutenberg，　Erich：（lrun4Zagen　der　Betrtebswirtschaflslehre，　Bd」，　Die　Produktion，

Berlin　1955，　S．297．溝口・高田訳「経営経済学原理」第1巻，生産論，310ページ。　Kruber，

Klaus－Peter：Chz　te　meh　me　msgrbβen　und　l4Zettbewerb　auf　zazchsander〃∂漉彪陥　Baden－

Baden　1973，　S．25，

⑫Guteberg，　Erich：a．a，0．，　S．300．訳書，312ページ。

⑬Kruber，　KlausPeter：a．　a．0．，　S．24，

⑭Gutenberg，　Erich：a．　a．0．，　S．302．訳書，315ページ。

⑮Gutenberg，　Erich：a．　a．0．，　S．302．訳書，315ページ。

⑯Gutenberg，　Edchl　a．　a．0．，　S．303．訳書，316ページ。
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K

　Ia図　　　　　　x　　’　　　Ib図
＊K・，K・，K・，K………・所与の経営能力における総費用曲線

k・，k・，k・，k・…………所与の経営能力における単位費用曲線

S・・………………・長期総費用曲線

s…・・……………・長期単位費用曲線

　経営能力拡大の際に，経営者はより有利な生産方法を選択し，規模の経済

性の獲得に努力するものである。分業ないしは専門化は大規模組織を前提と

し，大規模化はより生産性の大なる機械設備の導入を可能ならしめる。分業

（専門化），生産性の高い機械導入，大規模化の三者は相互促進的，補完関係

にある。しかし，このような経営の大規模化によって，常により有利な費甫・

関数へと転位することは可能でない。この場合，企業は既存の設備あるいは

一
定の生産諸要素の組み合せの倍数的増加によって，経営規模を拡大しうる。

ここには大規模化による費用上の不利益は存しない。倍数的規模拡張による

費用経過はIIa図，　IIb図のごとくである曾

⑰Gutenberg，　Ehch：a．　a．0．，　S．260．

S．26．

訳書，271ページ。Kruber，　K】aus－Peter：aa・0・，
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K

IIa図
X

k’

X＋
IIb図

X

※K，k，　S，　s，は1図に同じ

　経営規模の拡大が，このように「構造的」，「倍数的」規模拡張の方法で行

われるとずるならば，われわれは「一意的な経営最適　（eindeutiges
　　　　　　　　　　　　　　　⑱
Betriebsoptimum）を規定しえない」ことになる。キーザーも，ある点を越え

ると上昇しはじめるようなU字型長期費用曲線は，生産領域に関する限り演

繹しえない9とする。その理由は，産出量の増大の場合，生産技術的困難1生

のために，費用逓増が確認されるならば，既存の生産一費用関数の重複の可

能性がなお残されているということである。経験的資料もこのことを裏書き

している。「統計的資料は，企業規模との依存関係において，給付単位当り総

費用の増加を何ら示していない。一般的には，勿論その程度はだんだんと弱

くはなってはV｝るが，費用は低下している。その結果として，U字型の代り
　　　　　　　　　　　　⑳
にL字型費用曲線が生ずる」。かくして技術的最適規模の存在は否定された。

⑱Kruber，　Klaus－Peter：aa．0．，　S．28。

⑲Kieser，　Alfred：Untemehmungst〃achstu〃z〃nd　P㌘（idrktinmavatioza　Berlin　1970，　S．

27．

⑳Busse　von　Colbe：Verwakungs・und　Vertriebskosten　wachsenden　Industrieunt－

emehmen，　Z乃E，16．　Jg．，1964，　S．315．
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しかし，このことは費用最適企業の存在まで否定したことにはならない。わ

れわれぼ，企業の固有生顔用を考察したに過ぎない．純粋の生産費をも含

めた総単位費用曲線がU字型であるかどうか，すなわち費用最適企業規模が

存するかどうかの問いに答えるためには，「その他」の諸費用（》Ubrigen

《K。，t，n？をも考慮しなければならない．「その他」の費用種として，継，

金融，管理，販売，開発費等が考えられる。しかしながら，われわれは，「そ

の他」の諸費用のすべてを考察しない。『経営拡大を限定する「内部経営的」

要因があるならば，単位費用曲線は，極小点に達したあとは上昇部分を示す

ことにならなければならない・そのような経営の拡大を制財る要因と讐

見なされているのは管理要素である。そこにはいかなる事晴があるのか？』

この問いにこたえようとするのが次の課題である。

3．管理要素の規模制約仮説の吟味

　企業の規模拡大が内部成長の結果であれ，合併のごとき外部成長の場合で

あれ，この種の構成体を効果的に指導し，統制する可能性のうちにその限界

が存するものであると言われている。その場合，必ずと言っていいほどひき

合いにだされるのは，カルドアの命題である。「企業が単一の統制のもとでの

生産的結合であるという事実そのものが，何故企業がある一定の限界を越え
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＠
ると鍾増的費用なしには拡張しえないカ1を説明している」・「企業管理の態

力は，究極的には企業規模のより一そうの拡大を困難ならしめる隆路である」

と言われている。『この考え方の背後には，行動の一貫性のためにある「一人

s

⑳Kruber，　Kbus－Peter：a．　a．　O．，　S．29．

⑳Gut銀berg，　Erich：a，a．0．，　S．304．訳書，317ページ。

⑳Kaldor，　Nicholas：The　Equilibrium　of　the　Frim，　The　Etonomic／burnal・Vol・44・

1934，p。67．

⑳Hax，　Karl：Unternehmungswachstum　und　Unterneh　mu　ngs　ko　rzent　rati　on　in　der

ludustrie，　ZHF．，　Neue　F　olge，13．　Jg．，1961，　S．22．
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による指導」を必要としているが，このような指導は，人間の能力には限界

があるというだけでも明らかに範囲の限られたものであるという常識的推論
　　　　⑮
であった」。このように，管理費ないしは管理要素の規模制約仮説は，決して

一般的に承認されたものではない。長期費用最小生産量の意味での最適企業

規模の存在を信じ，それを定式化しようと試みたもののすべてが，程度の差

こそあれ，管理の規模制約仮説をいだいていたと言えよう。こういった観念

の持ち主牽見出すのは容易である。企業ないしは経営の最適規模といった表

題の著者達は，長期平均費用曲線のU字型を措定しているからである。

　しかし，他方では，少なからざる者がこの仮説に疑問を抱き，反論も試み

ている。残念なことには，現状はそれらの反論のなかに納得のゆくものが皆

無であるといえる。コルベは，反対論者の一人としてグーテンベルクの見解を

あげている。しかも，グーテンベルクの見解は，反論があ．るにも拘らず，ます

kす確固たる地位を占めるに到っている，と響果してコルベが指摘している

ように，グーテンベルクのものが反論と言えるのか。少くとも理論的には納

得し難いものである。確かに，グーテンベルクは，経営が規模を拡大すると

き，結合職能は不変であるが，その職能を担う人間の数と管理機構　（

dispositive　ApParat）は増大する。　しかし，他方では，「企業者たること」

（ctentrepreneurship”）は，任意に分割できない，少くとも調整職能に関する限

りそうである。このような見解には何ら反駁すべきなにものもない，として

企業の最高指導一L－一統制首脳部の給付能力は，やがてその限界に達するという・

カルドアの命題の正当さを認めている。すなわち彼は言う。「限界以後は，管

理的努力の効果は減少してゆく。給付生産過程においそ破綻が現われ，それ

が全体生産遂行の経済性を低下せしめて，費用上昇に導くことがありうる。

この場合，長期平均的費用曲線は極小点に達した後再び上昇し，経営拡大を
　　　　　　　　　　　⑳
制限する作用が現われる」と。現実問題として，いかなる経営規模において，

⑳Perrose，　Edith：Theory　Of　the　Crowth　of　the　Firm，1959，　p　1＆

⑳Busse　von　Colbe：Verwaltungs・und　Verthebskosten　wachsendeガIndustrieun－

ternehme　n，　ZfbE，　N．　F．16，1964，　S．312．

⑰Gutenberg，　Erich：a．　a，0．，　S．305，訳書，317－318ページ。
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経営の拡張の限界が生ずるのか。調整・結合職能の多数人間間の分業，専門

化，最高指儲の質の改善分権化可育e・trをあげて・経営の経験の示すとこ

ろによると，管理能力が力を失うのは，経営がその能力拡大を押し進めて一一

つの異常に大きな経営，いわばマンモス的巨大経営（Mammutbetrieb）とな

るに至ったときであり，実践上問題になる経営規模の限界から遠く離れた所

にあるであろうと，述べているにすぎない。かくしてグーテンベルクは，カ

ルドアの命題を理論的には正しいと認めながらも，それの現実的妥当性は否

定しているといえる。問題は，企業組織内にこの命題の現実妥当性を否定せ

しめるようないかなる事態が起っているのか，という点である。

　さらに，製品当り管理費が再び上昇し始める点は，もっと早く，ごく普通

の企業規模において達しているとする見解もみられる＠＝れに関連して・レ

ネルは，管理の制約された可能性の費用変動への影響に関しては，グーテンベ

ルクと異っ硯解であるとして・次のよう1・述べている・「管理費用は・隙

規模の拡大とともに，最適を越えると，逓増的に増大する傾向をもっている」

と。その理由として，経営規模の拡大と共に生ずる管理者の洞察の困難性と，

機械装置によって抑制され乙労働者の人格とイニシャティブを指摘してい

る。さらに，一般的には，単位当りの管理費の増大が，単位当り生産費の低

下傾向を凌駕する点は，グーテンベル及び彼と同様，他の多くの人々が仮定

しているよりも，実際にはもっと早く達成されていると考えている。これら

の見解の間には本質的な相違はない。等しく管理能力の限界から管理費は

上昇に転ずるであろうことを認めている。ただ，現実にいかなる規模段階で

管理が制約要因として作用し始めるかという点において，見解を異にするに

すぎない。いわば程度の差の問題に過ぎない。「管理一販売騨の規模制約仮説

およびそれと結びつけられている費用最小企業規模の観念の真偽は事実のみ

　　　　　＠
決定しうb6」のである。

⑳M。1・b・・g・・，J・・ef・Z・vang・zur　G・dβ・？K6㎞・gd　Opl・d・n　196Z　S　72・

⑳一Lenel，　Hans：Ursuchen　der　Konzen〃atio　n　Til　bingeri　1962，　S．23，

⑳Busse　von　Colbe：a．　a　Q，　S．313．
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　コルベは，メルマンとマックナルティの資料を利用している。メルマンは，

管理費一製造費比率は，企業規模拡大と共に低下傾向にあることを指摘して

いる。一般に，統計的にも，理論的にも単位当り生産費用は規模拡大によって

上昇しないことが措定されていることから，管理領域においても大規模化に

よる経済性が存在すると言える。マックナルティは，管理費と企業規模の間に

ほぼ比例的関係のあるケースと，売上高企業規模の拡大による低下的管理費

のケースをあげている。このような統計資料は，「古典的な上昇する管理一販

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑳
売費の規模制約仮説一は，経験的に裏書きされていないことを明示している」。

　経験的資料は，カルドアの命題を否定している。この否定の根拠を何に求

め，いかに説明するかが問題である。その場合，企業の他の領域におけると

同様，管理領域においても量かち質への変化が，経営，企業規模拡大ととも

に生ずることに注意を払わなければならない。企業の管理組織は決して固定

的なものではない。それは，計画実行の具体的な場であり，管理者によって

形成され，企業の拡張を計画し遂行する中心的存在，またその拡張に質的に

適応してゆくものである。これらの点に留意しながら，企業規模の拡大によっ

て，管理領域にいかなる利益，不利益が生ずるのか，そしてこの欠点はどの

ように克服されていくかを問題にしなければならない。

　現代は組織の時代であり，近代的装備をととのえた大規模組織の時代であ

る。「最も持続性のある事実は，すべての近代国家において，ますます大規模

な組織への傾向があったということである。とくにこのことは，管理職員一現

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑫
業員比率及び管理費一総費用比率が増大していることに現われている」。しか

し，このような管理費の相対的増加傾向から，規模拡張は管理費を上昇せし

め，規模制約要因であると考えてはならない。これは，時間経過における全

般的傾向を表現しているに過ぎない。この比率を規模の大小によって比較す

ると，前述の統計資料からも解るように，事実は全般的傾向と逆である。巨

⑳Busse　von　Colbe：a．　a．0．，　S．314．

⑳Leibenstein，　Harvey：＆oη（〃nic　The（刀ッandαg傭2認o剛んza　！ys　is，　New　York，

1960，p．284．
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大企業は，小企業よりも産出価値当りより低い管理費なのである。そこで，

全般約傾向を規模別に見ると，それとは逆の傾向を指摘できる。「小企業は，

平均して，夫企業よりも，（1）総費用に対してより高い管理費比率（2）現業

員に対してより高い管理職員比率，というもう一つの傾向がある」。

　ここで，全般的傾向比率，それの規模別比率が，なぜ相異し，どのような
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑭
条件変化によってもたらされたのかを考察する前に，キーザーによって，企

業組織の単純階層モデルおよび現業員に対する管理職員の比率がどのように

全従業員規模に依存しているか，を知る必要がある。

　最下層の管理レベルを除いた管理巾（Leitungspanne，　sPan　of　control）は

nでしかも不変とする。m：最下層管理レベル（職長等）の管理巾．　k．：組織

の階層レベル数，とする。

　（1）管理職員数：A　　　　　　、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　nh－1
　　　A＝1十n十n2十…十nh－1＝
　　　　　　　　　　　　　　　　　　n－1
　（2）現業員数P

　　　P＝m・nk－1

　（3）管理職員・現業員比率：A／P

　　　A　　　　nゐ一1
　　　P－（n－1）・m・nk－’

（4）A＋Pが無限大に近づくと，

　　A　　l　　n
　　－－　－　■
　　P　m　n－1

⑳Leibenstein，　Harvey：op．　cit．，　p．284．

⑭Kieser，　Alfred：Unteme加zungswachstzt　m〃nd　Prαd〃ktinnovation，　Be　rlin　1970，　S．29．
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mの二っの値（m　＝・　15，30），n＝6として（A＋P）の関数である

A／P比率をみるとIII図のごとくなる。

A／P
O．10

O　，105

剣

m＝15 （0

■

m＝30 （0
1

響　　　　　　　　　　　　． 曜

（0．08）

（0．04）

10　　1001，00010，000　　　A＋P

　　m図　従業員数の関数としてのA／P

　組織の階層的構造は，単純なピラミッド型を成すものと考えてはならない。

しかし，その構造は，n，　m，々によって規定される。組織の構造は，基本

的には各階層レベルにおける管理巾nに依存している。nは，ここで仮定さ

れたように，固定的であると考える必然性はない。管理巾nは，ライベンシュ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑮
タインによると，専門化の程度，操業規模，従業貝の質に依存すると。III

図から理解できるように，m（またはn）が大きくなることによって，　A／P

比率は大巾に低下する。そこで，企業が大規模化するにつれて，n，　mとい

う管理巾の大きさがどうなるかは興味ある問題である。A／Pは，単なる管

理，現業に従事する者の数の比率に過ぎない。この比率は，規模及びコスト

と関連せしめてはじめて重要な意義をもってくる。なぜなら，先に指摘した

ように，A／P比率増大が管理費増大に直結していないからである。

　A／P比率，管理費一総費用比率は，機械化された大窺模組織へと発展

してゆくにつれて，大きくなる傾向にある。分業，専門化の利益は組織を必

要不可欠のものとする。さらに，分業は諸活動を単純な作業に分解し，機械

の導入を容易にする。機械の導入は，分業を容易ならしめる効果をもってい

⑳　Leibenstein，　Harvey：op．　cit．，　p．22＆
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る。分業，専門化，機械化は相互に促進し合う補完関係にある。そして，分

業化さらに専門化は，機能的に横の分化のみならず，垂直的にも行われる。

専門化は，直接的実行活動から，計画，指揮，統制，スタッフ的業務，調整，

伝達といった結合活動（Iinkage　activity）を直接的活動から分離するこtとを

可能にした曾この分離は，直接労働の一部の組織による代替である。「賃金が

上昇するにつれて，労働に対して機械装置の代替が行われる・同時に・増大

する産出は直接労働を組織で代替することによって達成される。すなわち，

より大なる産出を生産する専門化の増大は，同時に，直接労働当り組織化の

増大を鰍してい認かくして，機械化，専門化の程度の増大は，9L接労働

（現業員）に対する機械装置（machinery）と組織による代替を促進する・こ

こに，現業員数の増加に対して，管理者費用を含めての組織費用は相対的に

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　4より大であるという傾向がみられる。「あらゆる企業規模階級における機械化

の増大は，総費用に対する管理一監督費の増大する割合を明らかにもたらし

てい説かくして，機械化，専門イヒさらに大規模騰への推移が，なぜA／

Pおよび管理費一総費用比率を増大させるかが明らかとなった。

　単純化のために，すべての階層レベルにおける管理巾は等しくnとする。

A／P比率は（3）式から，nの値が大になるにつれて、小さくなる・問題は・

規模が拡張されるにつれてnの値がどのように推移するかである。勿論，n

一
定とすると，組織の全従業員数（A＋P）が増加するにつれて階層数も，

除々に多くなる。A／P比率の一般的増大傾向は，大規模化による管理費上

昇とはならない。そこぞ，A／P比を生産量で測られた規模と関連づけてみ

よう。全従業員数（A＋P）の関数としてのA／P比は，nが一定と仮定する

と，従業員数規模の拡大によって最初のうちは僅かに増大するだけで，やが

て一定の極限値に収束する。したがって，この場合，、A／P比は規模変動に

かかわらず，ほぼ一定であるとみなすことができる。他方，生産量は，現業

⑯Leibnestein，　Harvey：op．　cit．，　p287．

⑰Leibenstein，　Harvey：op．　cit。　p．288．

⑱Busse　von　Colbe：a．　a．0．，　S．314．
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員数であるPに直接的に結びついていると言える。A／P比は，　Pの増加に

よる生産量の変動態様と，Aの増加態様によって定まる。

　現業員に直接かかわる固有の生産領域における規模の経済性には，それと

補完関係にある組織的合理化も含まれていると考えると，（A＋P）の増加に

よって，生産量は，逓増的に増加するものと考えられる。A／P比は規模に

一 よって一定とみなせば，生産単位当り管理職員数は，規模増大に伴って増加

するとは言えない。

　われわれは，これまでは管理巾は固定されたものとして考察してきた。し

かし，規模の拡大と共に管理巾は変化するものである。大規模化と共に，より

質の高い専門的管理者を雇用することが可能となり，分業化機械化による生

産の合理化は，単純な反復的活動に分解することにより，管理巾を大きくす

る。このことによって，A／P比は小さくなり，生産単位当り管理費を低下

せしめている。

　今までは，分業化，専門化，機械化による合理化は，主として，生産領域

において行われてきた。この事実が，A／P比率の一般的増大傾向となって

現われていたといえる。かって生産領域に適用された合理化の方法が，管理

スタッフ的業務の領域に導入されてきた。「指揮役割は，ある点までは組織的

機構の中で能率的に遂行されうる。またそこでは，かなりの程度まで専門化
　　　⑳
される」。「専門化の潜在的利益は，個有の生産目的に対してと同様，事物の

　　　　　　　　　　　　　　⑳
管理目的に対しても有効である」。管理職能は，大規模組織においてはじめて，

十分な専門化が行われうる。このことによって，個々の専門職員は特定の管

理職能のみに従事でき，彼はより高い給付を達成することができ66さらに，，

大企業は，最も有能な管理者を使用することができる。

　「それがたとえ高価な郵のであるとしても，第一級の経営者能力は，つねに

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑪
経済的である。とくに，その費用を巨大な生産量に配分しうるので」。

⑳Leibenstein，　Harvey：op．　cit．，　p．21＆

⑩Leibenstein，　Harvey：op．　cit．，　p．22α

⑪　Beacham，　A．：∠faono〃2iCS（）f　ltUtus〃宛♂Organization，　London　1952，　p　50．
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　しかし，管理領域における分業の利益は，これのみではない。管理に分業

が導入されればされるほど，技術的補助手段も，より多く利用しうる盤業

規模の拡大と共に，目と耳の代りに，ますます紙とインクに依存しなければ

ならなくなっている経営者にとっては，管理の技術的補助手段の導入は非常
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＠
に有効なものである。この例として，機械簿記（Maschinenbuchhaltung）や
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
機械的な自動データ処理（automatische　Datenverarbeitung）があげられる・

この領域においても，技術の発展は，大規模企業に有利に作用している。計

算制度および事務機械技術の発展は大企業の管理にとって不可欠の前提であ

る。「多分，電子技術は，巨大経営の管理にとって新しい可能性を提供し，そ

　　　　　　　　　　　　　　　　
の作用領域を再び拡大するであろう」と言える・かくして・巨大企業は高度

に発達した技術的補助手段の導入を可能にすると同時に，その効率的な利用

によって，費用上の利点を得ている。

　確かに，専門化と操業規模の増大は，直接的生産の経済性と組織的経済性

をもたらすことを知った。「一般に周知のごとく，ある点を越えると，専門化

の程度，操業規模の増加，あるいは両者における増大は，種々のタイプの組

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
織的不経済性をもたらすことが考えられる」。専門化，規模の増大は，従業員

数と階層数を増加せしめ，複雑な組織構造を形成する。このことによって，

構成員の相互関係は飛躍的に増加し，調整の困難性をもたらす。この増大す

る階層費は，実行レベルにおける経済性，管理レベルにおける専門化の利益

を凌駕するに至ることもありうる。「多数の部門と機能的差別化によって，

個々の部門間の協働の困難性は著しく大きくなる。部門管理者は，その専門

化のために，隣接部門の労働条件や業務に対する理解や全体的観点を，しば

しば欠く結果となる。そこで経済過程全体が，多くの規則によって規制され

⑫Oberhansh，　Heindch：Die吻ゴ〃zale　Che　temehm〃ngsgrllBe勿der　lndustrte，　Bern

1957，S．42．

⑬OberhansH，　Heinrich：a．　a．0．，　S．42．

⑭Heine　n，　Edmund：Konzentration　und　Kosten　in：∠万6κ｛maentration勿der　L，VirtS－

cha／Z，3．Bd．，　S．1644．

⑮Lene1，　Hans：a．　a　O．，　S．28

⑳Lelbensten，　H．：op．　cit，，　p．220．
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ざるを得なくなる。このことによって官僚主義は強まり，個々人の創意は麻

痺させられる。この結果，企業の組織的能率は低下し，企業は必然的に行動
　　　　　　　　　　　　　⑰
能力を失わざるをえなくなる」。しかし，このような大規模組織の官僚化の必

然性も，その官僚化がいかにして生じたかを考慮する時，必ずしも欠点のみ

を示すものではない。官僚化は，管理職能の専門化，企業の利益追求の結果

である。「企業が規模の拡大を行うことによって官僚化するということは正当

である。しかし，このことは先ず，職能集権化の過程に原因している。しか

し，管理における集権化こそ，有能な専門家の採用を可能にしている。この
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑱
ことから得られる利益は“官僚化”のその他の欠点を凌駕している」。

　先にも触れたように，近代的企業には，その管理職能あるいは管理職員数

を，その規模拡大に対して逓減的に増加させる要因も存する。このことは，

とくに高度に機械され組織化された生産過程を有する工企業と化学工業に妥

当する。かくして，資本集約的大規模経営では，生産過程の合理化による生

産量は著しく増大するにもかかわらず，生産活動の管理調整の問題は軽減さ

μる・

　労働過程における分業，機械化，電子計算機等の管理業務の補助手段導入

は管理職能を軽減し，管理職能の専門家は，管理領域における能率を高めてj

いる。しかし，その結果たる官僚化と各管理部門相互の調整の問題は依然と

して未解決のまま残されている。この事態に対処してゆく方法が，新しい管

理技術として発展せしめられた分権管理といわれるものである。この方法は，

企業が大規模化してゆく場合，「それに応じた組織形態によって，とりわけ個

個の企業部門の広範な独立化および決定権の委譲によって順応しようとす
　⑲
る」ものである。ここには，いわば機動性を具え，直接的管理の可能性をもっ

た小企業の長所と，大企業であるが故に有する長所を結合しようとする意図

が存する。かくして，「巨大企業から分離した部門は，相対的に独立した部門

⑰Oberhan曲，　H，：a．　a．0．，　S．44．

⑱Hax，　K：a．　a．0．，　S，23．

⑲HaxドK：a．　a．　O．，　S．23．
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企業（T・ilunt・m・hmung）にまで＋分に成長しうる・6の部門企業は・自律的

に管理され，必要な企業家精神でもって指導されうる」。この分権管理によっ

て，企業規模の拡大によって生ずる官僚化の欠点である組織活動の機動性の

低下は免れる。しかし，分権的に迅速な決定による機動性は，企業としての

統一的方針の存在を前提とすることは勿論である。

　そこで，分権管理が行われれば行われるほど，他方では強力な指導者入格

による集権的な経営指導が必要となる。そこで，もし有能な経営指導者を得

ない限りにおいて，企業の大規模化は，重大な制約に当面すると言わなけれ

ばならない。

　ここに再び，長期的に，企業の固定要素を形成するものは，単一頭脳制約

（sing　le　－br　ain　limitation）である，というカルドアの命題が現われる。しかし，

究極の調整職能が任意に分割しえないことが，現実の巨大企業の経営管理の

不能率の最大の原因になっているとはいえない。分業，専門化，分権化は統

＿
的方針の下でのみ可能であり，そのことを前提とする・したがってこの調

整職能は，それが組織的に行われるとしても，究極的には，一個の指導者人

格に帰属せしめられねばならない。

　一般に，この問題が企業の大規模化を制約する要因とされている。しかし，

現実の企業においては，ただ一人にたよる指導は行われていないのであり，

企業の最高首脳は一つの組織形態を成している。組織においては，究極的か

つ詳細な意思決定を行う者はいな竺と竺える。最高経営者の行う意思決定は，

より全般的意思決定であり，全般的で重要な情報のみで行いうる。管理の最

適な巾は，固定的でなく変数なのである。この意味で最高管理層における管

理巾は，権限の委譲によって，無限に拡大可能である。「この管理巾が，あら

ゆる観点から固定されており．制限されているということ，あるいは，これ

が蝶撒を究極的に制戯ている要素であると信ずる先見的理由は何ら’存

しな峨

⑩　Ob　erh　anSk，　H．：a．　a．0．，　S．42。

・⑪　Leibenstein，　H．：op．　cit．，　p．233．
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　いかに有能な個人といえども，その能力に限界があることは確かである。

しかし，ここで問題なのは，企業の最高指導者が，その能力を，経営管理職

能のなかで最も重要な調整職能と計画職能に専念できるように，いかに管理

組織を形成するかである。ここにも，われわれは，企業として重要な一体性

をそこなうことなく，重要な判断が要求される例外的な意思決定を，部門企

業の責任者が下せるように企業の管理機構そのものを改変してゆく分権管理

の意義を見出す。

　以上のごとく，われわれは，主として管理要素をめぐる諸問題，とく管理

要素は固定要素であるのか，したがって企業の規模拡大を制約する要因であ

るのかの問題を，管理レベルで論議して来たことに留意していただきたい。

すなわち，管理職能のうちの組織と調整の問題を中心に論じて来た。その結

果として，次のごとき結論をなしうる。従来，設定されていたように，管理

要素は，企業成長を制約するものとは考えられない。企業の大規模組織化は，

官僚化による組織能率の低下，機動性の欠如という欠点を必然的にもたらす。

しかし，これちの短所は，大規模組織の管理上の諸利点，さらに分権的管理

組織の導入によって補ぎなわれうるものである。企業管理の限定された能力

は，企業のより一そうの成長に対して，少くとも今旧見られる規模段階に関

する限り，制約要因となっていない。すなわち，「事実，世界最大の自動車生

産企業・ジェネラル・モータースは，良好に管理されている典型的実例（tex

－book　example）である。この自動車工業は，管理への偉大な挑戦を行ってい

るものの一つである。しかも，それは決して解決が困難でないことを証明し
　　　　　　　　　　　　⑫
ているところの挑戦である」といわれていることのうちに，管理の大規模化

への組織的適応の阿能性が暗示されているといえるのではなかろうか。

4　管理的要素の企業成長動因としての側面

⑫G．Maxcy＆A．　Silbe撃ton：The　Motor　indecstry，　London　1959，　p．193．
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　著しい国民経済の成長を背景にしながら，多角化戦略によって急成長をと

げつつある現代企業を対象としているペンローズの理論と，こういρた事態

の生起しなかった伝統的企業の理論とは，企業観，研究方法において，対照

的である。そこで，伝統論では，企業規模拡大には一定の限界，すなわち，

最適点が存すると考えた。そこで，この最適点，均衡点を規定する制約要因

を探し出すのに懸命であったといえる。カルドアは最高経営者の限りある能

力という固定要素の存在から，長期U字型費用曲線を導き出さんとしている。

マーシャルは，企業も有機体と同様，一定のライフ・サイクルを有するとし，

それは企業者のバイタリティ，世代の関数として，その限界を説明しようと

試みているg

　しかし，ペンローズは，研究の出発点に，成長企業の観念を措定している。

すなわち，ペンローズの「成長理論は，先ず内部成長の理論として展開され

ており曾」「ある企業が成長しうると仮定するとき，その成長を支配しせいる

　　　　　　　　　　⑭、
原理はいかなるものか」を問うことであった。このような出発点からして，

企業成長あ制約要因を何に求めるかといった問題は考察の中心に置かれてい

ないのは当然である。

　さらに，企業を生産的資源の集合体と規定する。その場合，環境の変化の

みによって企業の成長を説明しえないとの基本的思考から，とくに内部的資

源が重視される。ペンローズは言う。「この研究では，一貫して企業の内部的

資源に，すなわち自己が所有する資源から企業が利用しうる生産的用役に重

点がおかれる。なかんずく，企業内での経験を有する経営者の生産的用役が
　　　　　　
重視される」。この経営者の能力こそ，企業が利用可能な資源から引き出しう

る生産的用役を規定する。この能力は，管理過程において，また拡張過程にお

いて獲得する知織・経験によって増大するものである。ここには，時間経過

において，経営者能力は高まるものであり，経営過程は未利用経営者能力の射

⑬　　Penrose，　Edith：The　Theo2Ty　Of　the　Growtiz　of　the、Fir〃z，　Oxford　1959，　p．5，

⑭Pbnrose，　E．：oP．　cit．，　P．7，

⑮　Penrose，　E．：op，　cit．，　P．5．
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造の過程と考えられている。「とくに，拡張計画の遂行過程は，経営者用役を

増大せしめるとともに，計画の完了と同時に解放する」ρこの未利用経営者能

力こそ，企業の成長を計画し遂行する動因であると考えられている。

　従来企業規模の制約要因とされていた管理要素が成長の制約という観

点からでなく，むしろ成長の内部的誘因であり動因であると把えられている。

　管理のレベルで管理要素を論議していた人々は，最高経営者のみならず，

権限委譲されている各階層レベルの管理者および現業貝の学習効果，それと

同時に大規模化への組織的適応という事態を軽視しがちであった。経営者能

力は一定不変ではなく，時間経過における変数であるという観念はなかった。

そこで，時間経過において増大することのない限られた能力の持ち主である

個人と，組織大規模化から必然的に生ずる空間的制約を重視していたといえ

る。また，単一種製品企業を措定した経営というディメンションでの大規模

化と制約要因の問題をとりあげていた。

　ペンローズと同様，企業の内的資源である経営者用役を中心にして企業成

長現象を説明せんとするものにラインベンシュタインをあげうる。彼は，経

営者能力は知識，経験の量，すなわち情報量の大きさによってきまるとする。

この情報獲得には時間とコストを要する。従って，経営能力は，時間経過と

ともに変動するもの，探究行動，経験を通じて絶えず増加する。この増大し

た経営者能力こそ，企業成長を可能ならしめるものとする。彼の漸次的企業

成長仮説の基礎に，やはり未利用経営者能力が措定されている点で，ペンロ

ー ズと全く共通しているといえる。

　この仮説は，なぜ企業は小規模企業から出発し，成長を望むことを選択す

るのか，あるいはなぜ，小企業から出発し成長するといった経路以外に方法

がないのカ㍉を説明するためのものである勲このような企業行動は，完全情

報，完全競争下で構築された企業理論によってはなしえない。伝統的企業の

理論のごとく，長期U字型平均費用曲線の存在を措定している場合には，す

⑭Penrose，　E：op．　cit．，　p．201．

⑰Leibenstein，　H．：op．　cit．，　p．267．
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べての企業は，最適規模で出発し，そこに止るとしか考えられない。

　すべての経済活動には，ある種のリスクが含まれている。このリスクは情

報の獲得によづて低減されうる。探求行動と経験によって減少させうるリス

クには，次の三つのタイプがある。（1）市場に関する不完全知識　（2噺しく参

入する者に対する競争者の反応に関する不完全知識　（3）参入する企業の組織

的能力に関する不完全知識。

　これらの不完全知識に基づくリズクの程度は，情報量に依存する。この情

報量が大きくなればリスクは減少するものである。

　そこで，企業が現在所有している情報量に対して過大な規模から出発する

と，それだけ長い探究期間と大きな探求コストを負担しなければならない。

リスクも大きくなる。なぜなら，このリスクは，初期資本の大きさのみなら

ず，現有情報量で経営可能な規模をどれだけ越えているかに依存すると仮定

されているので。そこで，企業はその情報量で良好に管理しうる規模で洛ター

利

潤
率

　　，〆〒㍉与も

　　　　　　　＼1
　　　　　　　　ト＼
／T’・・」

　　　　ト、
　　　　　　’・1＼＼

　　　　　　　　　　、　　　、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　P9　、Pも

O　　R　　T　　　S

　　　　　　　　】V図

P？f

規模（資本価値）

働　Leibe　nstein，　H．：op．　cit．，　p．26＆
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トし，情報量の増加に応じて，次の規模段階に移行することが，最良の戦略

であるといえる。

　W図において，情報量の増大に応じてRからTへと移行することの方が，

利潤率は高いことが示されている。ここでは，ある一定の情報量を仮定する

と規模が大きくなるほど，リスクは大きくなり，それだけ割引率は大きいも

のと考えられている。PB，　Pあは，それぞれ，完全情報の下で得られると仮定

されている利潤率から，リスクからの損失を割引いた利潤率である。この意

味で，横軸の規模は，同時に知識，経験としての情報量を表わすものであり，

情報量は，個別差はあるが，時間の関数であるという意味で，また時間をも

表わすものと解されるし，そうすることによって，よりよく図の意味すると

ころを理解しうるだろう。

5．結びにかえて

　伝統的企業の理論は，長期U字型総平均費用を措定していた。そこで　あ

る点を越えると費用が上昇し始める最適点の存在を是認していた。この費用

最適企業規模を規定する要因は，固有の生産領域には求めえない。そこで，

純粋な生産費以外の「その他」の費用要素に規模制約要因としての役割を演

じさせようとした。

　費用上昇原因としてしばしばあげられる費用要素は，管理費用であり販売

費である。ここでは，管理費用が規模制約的作用因であるという古典的仮説

を吟味することが主題であった。この仮説は経験的テストに耐ええないもの

であることは，数少い統計資料からも明らかであると言える。とするならば，

カルドアに代表される管理の規模制約命題と，それを否定する事実との間の

ギャップをいかに理論的に穴埋めするかが問題となる。その理論的考察に際

して，最高経営者の能力には限界があり，固定的とみなすのみならず，企業

そのものも量的拡大はあるにしろ，基本的性格を変えることのない固定的な
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ものとみなす観点と，経営者の能力は，時間経過において獲得する知識，経

験によって変動するもめ，また企業も好機さえあれば・積極的に多角化しな

がら絶えず成長してゆ一くものとする立場によって，管理要素の取り扱い方が

全く異ってくることを明らかならしめることに努めた。このことは，管理要

素を，管理レベルでの問題として論じるか，それとも，不確実な外部環境変

化にいかに適応してゆくかといった戦略（経営）レベルで論じるかの相異で

もある。多くの人々が管理要素を論じているとき，この点が不明確であっ，

しばしば混同されている点である。

　管理能力，企業構造が一定不変で固定的とみなす立場からは，時間の概念

は入る余地なく，管理要素は空間的制約要因として把えられているといえる。

管理要素は，収穫逓減の法則における空間的固定要素たる土地の役割を演じ

ることとなる。他方，管理能力，企業構造，さらに管理組織構造そのものが，

時間経過において，変動するものとする観点からは，固定要素の性格をもつ

ものは何ら存しない。しかし，なにごとかを為すには時間を要するという企

業理論動学化にとって重要な概念は，管理要素を市場，規模の大きさといっ

た空間的制約からは解放するが，時間的制約要因までも除去するものではな

い。かくして，企業の絶対的規模には制約はないが・ある一定の時間範囲に

おける企業の成長率にには限界が存するという‘ペンローズの命題が提起さ

れるのである。


